
【県庁収受日 R 　.　.　】

確 認 項 目 申請者 総合支庁 県 庁

１ 免許申請書（様式第一号）（第一面）～（第五面）が添付されている。 □ □ □

２ 山形県の収入証紙 33,000円分 が免許申請書の（第五面）に貼付添付されている。 □ □ □
３ 添付書類（１）宅地建物取引業経歴書（様式第二号）（第一面）～（第二面）が添付さ
　れている。 □ □ □

 ① 事業の実績は、業法第49条の規定により事務所ごとに添付されている。 □ □ □
 ② 申請業者の設立後、初めて免許申請する場合は、（第一面）の「１．事業の沿革」の「最初の
  免許」欄及び（第二面）の余白に「新規」と記載されている。 □ □ □
 ③ 新規申請の場合で、廃業または免許証有効期間満了から５年を経過しないときは、申請前５か年間
　の経歴が記載されている。 □ □ □
 ④ 更新申請の場合で、業経歴書に書くべき実績がない場合には、法第66条第１項第６号に基づき県が
　免許を取り消すことが不都合な理由を記載した理由書が添付されている。 □ □ □

 ⑤ 【法人】期間は定款に定める事業年度による直前５か年分が記載されている。 □ □ □

 ⑥ 【個人】期間は暦年（1/1～12/31）で区分し、直前５か年分が記載されている。 □ □ □

４ 添付書類（７）資産の調書が添付されている。【個人の場合】 □ □ □

 ① 摘要欄に、土地建物の面積及び資産の内容、内訳等が記載されている。 □ □ □

５ 添付書類（２）誓約書が添付されている。 □ □ □

６ 添付書類（３）専任の宅地建物取引士設置証明書が添付されている。 □ □ □

 ① 事務所の名称は、免許申請書（第三面）に記載した名称と一致している。 □ □ □

 ② 宅建業に従事する者の数は、免許申請書（第三面）に記載した数と一致している。 □ □ □

７ 添付書類（８）宅地建物取引業に従事する者の名簿が添付されている。 □ □ □
 ① 事務所の名称は、免許申請書（第三面）、添付書類（３）専任の宅地建物取引士設置証明書に
 記載した名称と一致している。 □ □ □
 ② 宅建業に従事する者の数は、免許申請書（第三面）、添付書類（３）専任の宅地建物取引士設置
 証明書に記載した数と一致している。 □ □ □

 ③ 更新申請の場合は、従業者証明書番号が記載されている。 □ □ □

８ 添付書類（５）事務所を使用する権原に関する書面が添付されている。 □ □ □
 ① 事務所名は、免許申請書（第三面）、添付書類（３）専任の宅地建物取引士設置証明書、添付書類
　（８）宅地建物取引業に従事する者の名簿に記載した事務所の名称と一致している。 □ □ □
 ② 事務所の所在地と建物の登記の全部事項証明書または賃貸借契約書に記載された住居表示が異なる
　場合は、全部事項証明書等による所在地が(  )書きで下段に併記されている。 □ □ □

９ 事務所付近の地図が添付されている。 □ □ □

 ① 駅、道路、目標物を記入し、事務所の所在が明示されている。 □ □ □

10 事務所の平面図が添付されている。 □ □ □
① 平面図の中に、事務所内部の家具の配置及び名称、業者票及び報酬額表の掲示場所が記入されてい

る。 □ □ □
② 他法人と同じ建物を使用していない。使用している場合、他法人の事務所のスペースと独立してい

る。 □ □ □

11 事務所の写真が添付されている。 □ □ □

 ① 外部写真は、次の項目が確認できる。 □ □ □

　・事務所のある建物全体の外観 □ □ □

　・事務所の玄関 □ □ □

　・事務所の屋外の公衆の見やすい場所への標識（「宅地建物取引業者票」）の掲示 □ □ □

　・業者票の記載内容（記載内容は免許申請書に記載された内容と一致している。） □ □ □

　□法人　　□個人　　申請時の免許証番号 ６（　　　）　 　　　　　申請者名　　　　　　　　　　　　               　　　　 a

宅地建物取引業免許申請チェックリスト
 ※下記の順に書類を重ね、該当する□にレ点を付けてください。
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確 認 項 目 申請者 総合支庁 県 庁

　□法人　　□個人　　申請時の免許証番号 ６（　　　）　 　　　　　申請者名　　　　　　　　　　　　               　　　　 a

 ② 内部写真は、次の項目が確認できる。 □ □ □

　・事務所の内部全体（中央及び隅部分）（事務スペース、応接スペースが確認できる。） □ □ □

　・公衆の見やすい場所への報酬額表の掲示（報酬額表は最新のものが掲示されている。） □ □ □

 ③ 副本２部について、写しとする場合はカラーコピーで添付されている。 □ □ □
12 免許申請前１年間の貸借対照表、損益計算書が添付されている。または、申請業者の
　設立後、最初の決算期を終えていないので不要である。【法人の場合】 □ □ □
13 免許申請の直前１か年の法人税の納税証明書（様式その１　納税額等証明用）が添付
　されている。または、申請業者の設立後、最初の決算期を終えていないので不要で
　ある。【法人の場合】

□ □ □

14 免許申請の直前１か年の所得税の納税証明書（様式その１　納税額等証明用）が添付
　されている。または、新規申請なので不要である。【個人の場合）】 □ □ □

15 商業登記の履歴事項全部証明書が添付されている。【法人の場合】 □ □ □
 ① 農業協同組合、共同組合、財団法人等、役員の登記を必要としない法人の場合は、履歴事項全部
　証明書のほか、役員名簿及び役員選出に関する会議の議事録の写し等が添付されている。 □ □ □

16 添付書類（６）略歴書が添付されている。 □ □ □
 ① 代表者、法人の場合の役員（取締役、監査役、相談役、顧問等を含む。）、政令で定める使用人、
　専任の宅地建物取引士について添付されている。 □ □ □
 ② 宅建業の職歴については全て記載され、それ以外の職歴については申請前10年間について全て記載
  されている。 □ □ □
 ③ 申請業者以外の業者の役員、従業者等を兼務している場合には、その業者の名称、宅建業者・非宅
　建業者の別、所在地、役職名、常勤・非常勤の別、職務内容が記載されている。 □ □ □

 ④ 専任の宅地建物取引士が他法人の代表者・常勤の役員・従業者となっていない。 □ □ □
 ⑤ 新規申請で、専任の宅地建物取引士になる方が、申請前１年間に、宅建業に限らず退職または
 廃業等をした場合は、それを証明する書類（退社証明書、雇用保険の離職票の写し等）が
 添付されている。

□ □ □
 ⑥ 【法人】役員である方の職歴については、法人の名称、役職名、常勤・非常勤の別、職務内容が記
　載されている。 □ □ □
17 登記されていないことの証明書（成年被後見人、被保佐人とする記録がない証明）が
　 添付されている。 □ □ □
 ① 代表者、法人の場合の役員（取締役、監査役、相談役、顧問等を含む。）、政令で定める使用人、
　専任の宅地建物取引士の証明書が添付されている。 □ □ □

18 身分証明書（本籍地のある市区町村長発行）が添付されている。 □ □ □
 ① 代表者、法人の場合の役員（取締役、監査役、相談役、顧問等を含む。）、政令で定める使用人、
　専任の宅地建物取引士の身分証明書が添付されている。 □ □ □
 ② 外国人については、業法第５条第１項第１号の規定に該当しない旨の誓約書及び在留カードの写し
　が添付されている。 □ □ □
19 上記16、17、18の書類は、同一人分について16、17、18と重ねられ、さらに、それらは
　上記１（免許申請書）に記載された人の順に重ねられている。 □ □ □

20 添付書類（４）相談役及び顧問が添付されている。【法人の場合】 □ □ □

 ① 第一面は、相談役及び顧問がいない場合でも、余白に「該当者なし」と記載されている。 □ □ □
21 添付書類（４）100分の5以上の株式を有する株主又は100分の5以上の額に相当する
　出資をしている者が添付されている。【法人の場合】 □ □ □

22 事務所の建物登記の全部事項証明書または賃貸借契約書等の写しが添付されている。 □ □ □

 ① 上記８の書類（添付書類（５））の記載内容が確認できる。 □ □ □
23 専任の宅地建物取引士の常勤を証明する書類が添付されている。（健康保険または雇用
　保険の被保険者証の写し、免許申請の直前１か年の源泉徴収票の写し等） □ □ □
24 専任の宅地建物取引士が建設業法に基づく「経営業務の管理責任者」又は「専任の技術
者」の業務を兼務していない。兼務している場合、宅建業と建設業の事業者及び勤務する場
所が同一である。
　【経営業務の管理責任者の氏名：　　　　　　　　　　】
　【専任の技術者の氏名：　　　　　　　　　　　　　　】

□ □ □

25 専任の宅地建物取引士が建築士法に基づく「管理建築士」を兼務していない。兼務して
いる場合、宅建業と建築士事務所の事業者及び勤務する場所が同一である。
　【管理建築士の氏名：　　　　　　　　　　　　　　　】

□ □ □
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